
「地域福祉」とボランティア活動の今後

社会福祉ボランティア活動の推進について

平成3年3月

全国社会福祉協議会・社会福祉ボランテ

ィア活動研究委員会

はじめに

いま，わが国はいまだ経験したことのない高齢化

社会を迎えようとしております。2020年には4人に

1人が65歳以上という人口構造が予測されていま

す。

こうした時期に豊かな長寿社会を実現しようと，

政府は「高齢者保健福祉推進10ケ年戦略」すなわち

「ゴールドプラン」を掲げ，その実現に向けてあゆ

み出しました。

さらに具体的には社会福祉関係8法を改正し，誰

もが住みなれた地域で安心して暮らせるよう，「住民

のもっとも身近な市町村単位」に「福祉のまちづく

り」をすすめようとしています。

これを受けて，平成3年度の新しい施策として，

地域福祉総合推進事業「ふれあいのまちづくり事業」

の創設，高齢者保健福祉推進特別事業「地域福祉推

進特別対策事業」「地域福祉基金の設置」などが，予

算としてうち出されています。

地域福祉の推進には，公的な福祉制度の充実と住

民による「助け合い」の両者が必要です。そのため

には福祉，教育，医療，保健等にかかわる人たちを

はじめ，住民によるボランティア等が一体となって

すすめられる必要があります。

ボランティア活動とは，①人としての助け合い励

ましあう活動，②心と心のふれあいを大切にする活

動，③地域の中でお互いにささえあう活動，④国際

社会の一員として協力する活動，であり，物的支援，

金銭支援，労力支援，技術支援，精神支援などさま

ざまな方法で行われています。

21世紀へ向けて，成熟した社会形成を願い，社会

全体が大きく動き出したこの時期に，社会福祉関係

者がどのような「まちづくり」を願い，どのような

ボランティア活動をすすめていこうとしているのか

を明らかにすることが重要です。

この研究会では「地域福祉とボランティア活動の

今後」として，主に「福祉のまちづくり」を描きな

がら「社会福祉ボランティア活動の推進について」

検討しました。

以下，研究委貝会からの提案です。
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I　ボランティア活動の現状と意義

1．ボランティア活動の現状

（1）わが国の動向

近年わが国におけるボランティア活動は，急

速に拡がりを見せ，福祉・医療の分野から，青

少年健全育成，生涯学習にかかわる教育・文化

活動，地域．環境・リサイクル，国際的な支援

活動などと多様化しています。

特に，高齢化社会を迎えて，社会福祉サービ

スを推進するにあたって，社会福祉協議会や社

会福祉施設がボランティア活動を取り入れた

「お互いに肋けあうまちづくり」をすすめてい

ることや，全国5，000校にものぼる「児童・生徒

のボランティア活動普及事業」や，さらには昭

和60年度から実施のボラントピア事業，ボラン

ティア基金に対する税制上の優遇措置などが，

ボランティア活動活性化の大きな導因となって

います。

このような状況の中で，従来，ボランティア

活動とは個人の自発性にもとづく奉仕的な行為

とされてきましたが，社会福祉サービス事業の

中には「互いに肋けあう」という住民のボラン

ティア性を基礎としながらも継続的な事業とす

るために，若干，費用を支払う活動もでてきて

います。

このほか，わが国のボランティア活動もその

要素が拡大し，福祉社会の実現のための市民の

責任として，自己実現のため，あるいは企業の

社会貢献として，共存する国際社会の実現のた

めに，とさまざまな価値観を見出しながら参加

してくる，多様化の時代に入ったということが

できます。

（2）諸外国のボランティア活動の動向

ボランティア活動は，欧米諸国はもちろんの

こと，東南アジア等でもひとりの人間として社

会貢献を行うことがごく当然のこととして行わ

れています。なかでもイギリスにおける16万以

上にのぼるボランティア団体による活発なボラ

ンティア活動，ドイツにおけるFSJ「自由意志

社会活動年の促進のための法律」（1964年）

（Gesetz zur F6rderung eines freiWiⅰⅰigen

sozialenJahres）（資料①）による青年のボラン

ティア活動，アメリカにおける市民としてのボ

ランティア活動などに学ぶことがあります。最

近の注目すべきこととしてはアメリカにおいて

1990年11月に「ボランティア振興法」といわれ

る「1990年ナショナルおよびコミュニティ．サー

ビス法」（Nationaⅰand Community Service

Act of1990）（資料②）が制定されたことがあ

ります。

この「ボランティア振興法」はさまざまなボ

ランティアに対する補助金法で，州政府に対す

る補肋を原則としています。州政府に対する内

容は，

．学校を主体としたプログラム

．青年層を対象としたフルタイムプログラム

（16歳一25歳）

．青年層から高齢者層までも含めたパートタイ

ムまたはフルタイムのプログラム（17歳以上。

高齢者プログラムは60歳以上）

・ュニークなモテつレプログラム

といったものです。この他ライト基金への補「′ぎj

も含めて1991年度より3年間にわたって約3億

ドル近い歳出を行うことになっています。

2・ボランティア活動を促進する意義

（1）必要な「助けあい」の風土づくり

高齢化，核家族化，少子化等家庭環境の変化

は，従来「援肋」が必要な時に頼っていた家族，

家庭の機能の低下を見ています。また，都市化

の現象は近隣による「肋けあい」の人間関係を

希薄なものにしてきています。

独り暮らしのままさみしい毎日を送っている

年寄り，親等の就労のため，夜も一人で過ごし
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ている子どもたち，痴呆症の老人の介護に疲れ

ている人たち，等々，私どもの周りには，公的

な福祉制度の充実と，近隣のあたたかい肋けあ

い，ふれあいの手を必要としている人々がたく

さんおリます。

また，児童．社会福祉施設においても職員に

よるゆき届いた処遇にあわせて，「まち」の生活

や文化の運び手であり，人と人との心のきずな

（絆）をうみ出すボランティアの活動が期待さ

れています。

労力が提供できる人，金銭等で協力できる人，

物品で協力できる人，さまざまなかたちでお互

いに肋けあう「まち」が，誰でも「安心してす

めるまち」なのです。

市民，一人ひとりが福祉を身近な問題として

とらえ，地域社会を構成する市民の一人として

互いに人権を尊重しあいながら，ごく自然に助

けあい，社会のために貢献しあい，よりよき福

祉社会を創造することが必要なのです。

（2）若い世代に必要な社会的体験

平成2年度の青少年白書が示しているよう

に，わが国の核家族化，出生数の低下，少子化

は，こどもたちの成長にいくつかの問題を起こ

しています。

もっとも多く指摘されていることは「人との

かかわりの未熟さ」と「生活体験不足」です。

遊びもテレビゲームなどの一人遊びが多くな

り，遊びを創造したり友だちとのつきあい方が

わからず，すぐ暴力にうったえたり，登校拒否

となってしまったりという現象がみられます。

この社会の中には幼い子どもから老人まで，

また，からだの不自由な人もおり，お互いに肋

けあって生きていくことを若い世代から体験す

ることで，これらの問題を少なくすることがで

きるのではないかといった指摘もあります。

現に小・中・高校生の福祉教育プログラムの

体験学習を通して，子どもたちが「やさしい心」

を持つ人間として大きく成長していく姿がみら

れます。「自由意志」で行動する体験は，若者た

ちの自己開発にもつながるものなのです。

こうしたことから豊かな福祉社会の創造の一

人の担い手として，若い世代に公共の福祉に対

する自覚を高める社会的体験プログラムを積極

的にすすめる必要があります。

（3）豊かな，活力ある福祉社会の創造へ

わが国は世界が注目する経済大国に発展しま

したが，心の貧困化が指摘されています。国内

でも，物質的な豊かさと心の豊かさの調和が大

切であると気がつきはじめています。

また，高齢化社会を活力ある豊かな社会に創

造し，いきいきとさせるためには，健康で生き

がいのある生活を送ることが必要です。

いま，定年を迎えた人々が抱えている問題は，

長い間従事した仕事を経れた彼の生き方へのと

まどいです。さらに増えつつある余暇を社会の

ために役立つことに活かし，自己充実をはかり

たいという人も増えています。

定年までの間に，「仕事の間に地域とのつなが

りがあったら」あるいは「趣味を持っていたら」

といった声を耳にします。21世紀に向かって余

暇が増えつつあるこんにち，長寿を楽しみなが

ら地域社会の一員として貢献する活動を早くか

ら体験することが個人のためにも必要なことな

のです。

II社会福祉ボランティアの活動の推進方策

ボランティア活動の現状，ボランティア活動を促

進する意義を踏まえて，今後の社会福祉ボランティ

ア活動の推進方策について，いくつかの提案を行い

ます。

1．社会福祉ボランティアの考え方

さきにも述べたボランティア活動の意義ととも

に，活動の形態も伝統的な無償の形態から，材料費

や交通費などの実費を負担しあうものから，サービ
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ス提供の確実性や一定の水準が得られることなどを

願って，若干費用や時間を負担しあうものなど，多

様化してきております。

これはボランティア活動の分野と活動する人びと

の層の拡がりの中で，受け手と担い手がよりよい関

係を保っていくことを願って，知恵を出しあい，工

夫しあって産み出されたものであり，今後も市民の

意識や地域事情によってますます多様化していくも

のと考えます。

そこで，直接推進にあたっている市町村社会福祉

協議会として，どこまで対応したらよいだろうかと

いった意見や悩みが出されています。

社会福祉協議会は，地域福祉を推進する立場にあ

るので，当然のことながら，福祉ニーズへの対応が

優先されますが，市民の生活を「面」で捉えると，

福祉ニーズの背景には医療，生活，労働，教育，文

化等の問題があり，福祉が市民一人ひとりに定着す

るなかで，ボランティアのかかわる分野も広がるこ

とが今後の方向であろうと考えていく必要がありま

す。

いうまでもなく，「ボランティア」に対する考え方，

捉え方，位置づけ等は，人によって異なるのは当然

ですし，社会福祉サービスの水準についても，国民

や市民の意識によって決められるものです。社会福

祉協議会としての「ボランティア」に対する見解も，

それぞれの地域事情によって異なるものと考えま

す。

地域福祉推進の決め手である「お互いに助けあい，

ささえあうまちづくり」は，一人でも多くの人が，

時間や労力，技術，金銭，物品，場所など，各自が

提供できるものを提供しあって，それを潤滑油とし

てささえあっていくことが大切です。地域福祉を推

進するボランティア活動のあり方としては，このよ

うな形態にとらわれず，担い手自身がボランティア

として認識し，奉仕的意味を自覚して活動している

ことが大切であり，子どもから老人まで誰でもが受

け手であるとともに担い手になりやすい条件をとと

のえ地域をささえあうことをすすめていく必要があ

ります。

2．ボランティア層の拡大のために

（1）幅広い層へのアプローチ

ボランティア活動は本来開拓的なものであ

り，個人の自由意志によって選択されるもので

あって，それが人生の喜びとなっていくような

幅広い層への働きかけが必要と考えられます。

現在のボランティアの層は，主に女性であリ

子育てが済んだ中年から実年の層です。年代を

越え，男女の性別を越えた層に広げていくため

に生涯学習プログラムとしての位置づけや福祉

協力員をはじめ既存のボランティアグループや

他の分野の活動との交流などをはかりながら，

次のとりくみを積極的に行う必要があります。

a．福祉教育の普及

保育所や幼稚園，小．中．高校，短大，大

学，社会教育関係と連携して幼児から成人ま

で広げていく。学校教育や教員養成プログラ

ムへも位置づける。

b．シニアボランティアの育成

老人クラブや老人大学等と連携して，活力

ある社会の担い手として，また老後の生き方

としての生涯学習とし育成する。

c．幅広い勤労者層へのアプローチ

企業や団体の職員，教職員，公務員など専

門職や業種を活かした活動の提示，夜間や休

日のボランティア教育の開設。社員研修や労

働組合の研修でのプログラムへの位置づけ，

定年後の準備教育としてのプログラム化等。

d．指定マーク等の作成

ボランティア活動を積極的に推進している

企業や商店等に，それを提示する指定マーク

等を作成する。

（2）活動のための条件整備

「活動を行いたいが，どこに相談したらよい

かわからない」という市民の意見が多く聞かれ

ます。

こうした意見に応えるためには，住民の身近

にある社会福祉協議会や学校，公民館などで相

談に応じることがのぞまれます。なかでも，社

会福祉協議会が市民の身近な存在になることが

必要なので，次の条件整備を急ぐ必要がありま

す。

a．社会福祉協議会にボランティアセンターや

ボランティアコーナーを設け，相談に応じ，

入門講座などを開設する。
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b．活動の場の開拓と提供，需給調整，情報の

ネットワーク化を行う。

c．ボランティアグループや老人クラブ，婦人

会，民生児童委員，母親クラブ等既存の団体

との交流を促進する。

d．無理なく誰でも出来るために，活動に対す

るサポートシステムを検討する。例えば，交

通膏や材料費，活動費の負担，事故保障，な

ど。

（3）サポートのための財源確保

ボランティア活動が気軽に，誰でも，継続的

に行うことができるために，活動をサポートす

ることが必要です。そのためには，安定した財

源を確保する必要があります。

a．ボランティア基金の造成

b．地域福祉基金，共同募金等の活用

c．個人や企業等に対して，税制上の優遇措置

をはかる。

（4）啓発と社会的承認のための対策

ボランティア活動に対する関心を高めるに

は，「ボランティアの日」や「ボランティア月間」

を設けたり，ボランティア休暇を設けるなど，

社会的承認を得る全国的なキャンペーンが必要

です。

a．「ボランティアの日」と「ボランティア月間」

を定め，国民への啓発を行なう。例えば「ボ

ランティアの日」は子どもたちが夏休みに入

る7月20日，「ボランティア月間」を7月20日

から1カ月間とする。

b．全国共通の「ボランティア手帳」又は「ボ

ランティアカード」を発行し，活動の時間数

等を記録して，ボランティア自身の評価，社

会的な評価に結びつける。

c．「ボランティア振興法（仮称）」等の制定に

ついて検討する。

d．企業間で「ボランティア休暇」を設けるよ

うに働きかける。

e．幼児から老人まで参加できるイベントを積

極的に開催する。

f．共同募金等をとらえ，募金活動の意義を啓

発する。

g．永年ボランティア活動者に対する公的．私

的褒賞制度を設ける。

h．履歴書にボランティア活動記入欄を設け，

社会的な評価を高める。

i．教育制度，就労制度への位置づけを検討す

る。

j．社会福祉，児童福祉施設での位置づけを検

討する。

k．年に一回程度公の場でボランティア活動に

対する労働力測定を行い，経済的換算をし，

市民へ報告するシステムを検討する。

3．活動の場の拡大のために

ボランティアに関心を持つ人，ボランティア活動

を行いたい人などが増加をみても，活動の場がな

かったり，はじめての出会いが失望を与えてしまう

ことなどは，市民の福祉に対する自覚を高める機会

を失ってしまうことになります。「受け手と担い手」

の調整が大切です。

（1）社会福祉，児童福祉施設と社会福祉協議会に

ボランティア・コーディネーターを配置し，連

携をはかりながら，ボランティア講座の開設，

ボランティア受け入れと育成，ボランティア活

動のプログラムの作成などを行う。

（2）市町村社会福祉協議会が中心になって，ボラ

ンティア講座の開設や講演会を開催したりし

て，隣近所お互いに肋け合ったり，支援を必要

とするさまざまな家族へ援肋したり，児童健全

育成活動，地域環境問題などに取り組む具体的

プログラムを作成し，活動をすすめる。

（3）人権の尊重やボランタリズムを育てるため，

保育所，幼稚園，小・中・高校，短大，大学等

と連携する。

（4）ボランティアセンターにボランティアの協力

を得る。

（5）動物園，博物館，史跡等の公共文化施設での

プログラムを作成する。

4．活動内容の充実

ボランティア活動を通して，お互い，「受け手であ

り，担い手である」という人間的な交流が大切です。

また，国民性，県民性，市民性をよく捉えて対応

していくことが必要です。
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（1）具体的なプログラムづくり

ボランティア活動に関心のある人びとが，自

分にあった活動を選択できるよう，活動メ

ニューを数多く用意する。また，地域のニーズ

を捉えて，新しいニーズへの対応をはかる。

（2）仲間意識を育てるグループづくり

個人で活動したい人には，個人で行えるよう

に，少しでも仲間があればと願う人には，小グ

ループづく　りをすすめ，仲間意識を育てるよう

にする。また，障害児を持つ親同士，子どもを

育てている親同士，老親を介護している人同士

など，当事者グループをつくる。

（3）職業上の経験をいかすメニューを

就労している人たちがあらたまってボラン

ティア活動は取り組みにくいといわれるが，職

業上の経験を活かす活動メニューを用意し，少

しでも多くの人が活動しやすいようにする。

5．ボランティア相互の連携

市民相互の協力によって豊かな福祉のまちをつく

るために，ボランティア同士の情報交換や，活動の

機会，研修の提供などが必要です。そのためには，

市町村内におけるボランティア相互の連携が大切で

す。

（1）グループ，個人の登録をすすめる

市町村社会福祉協議会，ボランティアセン

ターでは，ボランティア活動への支援，情報の

提供や活動の機会，研修の機会の提供を目的と

して，ボランティアの登録をすすめる。登録す

ることが，ボランティア活動の充実に結びつく

ようにしながら登録について理解を得る必要が

ある。

（2）ボランティア相互の連携をはかる

ボランティアや，ボランティアグループ・団

体等の連携をはかり，お互いに必要な援助をし

あいながら，ボランティア同士が地域福祉の実

情や人的資源，社会福祉資源について理解を深

め，よりよい福祉のまちづくりをすすめる。

Ⅲ 社会福祉協議会の役割

1．市町村社会福祉協議会の役割

地域福祉を推進する市町村社会福祉協議会は，ボ

ランティアセンターを設置し，ボランティアの人び

とと共に住民が主体となった「まちづくり」を推進

していくことが重要な柱となります。そのためにも，

社会福祉協議会として，市町村行政と連携しながら

民間の立場に立った地域福祉活動計画を持ち，地域

事情に応じたボランティアセンターの機能強化の方

策を持つ必要があります。

（1）ボランティア活動推進のための啓発

市民に対し，地域の福祉のまちづくりに関連

する事項を明確に示し常に課題を投げかけ福祉

への関心を高め，参加を呼びかける。

a．ボラントピア，ふれあいのまちづくり事業

等の推進。
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b．広報紙（誌）の発行，情報の提供。

c．ボランティアスクールやボランティア講座

の開設。

d．福祉教育の実施。

e．関係者の交流，連携の推進。

f．活動プログラムの開発。

g．共同募金活動による啓蒙。

（2）ボランティア活動サポートのための条件整備

ボランティアを志す人たちが，十分に活動で

きるよう，支援していくための条件整備をはか

る。

a．ボランティアセンター，あるいはボランティ

アコーナーの確保と衆知。

b．ボランティアコーディネーターの確保。

c．ボランティア登録のすすめと相談援助。

d．ボランティア基金の確保。

e．ボランティア活動をサポートする財源の確
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保。

f．ボランティア保険の加入。

g．地域になじんだサポートシステムの確立。

2.都道府県社会福祉協議会の役割

都道府県社会福祉協議会は，県や市町村社会福祉

協議会と連携しながら県段階の地域福祉活動計画を

策定するとともに，地域福祉を推進する市町村社会

福祉協議会を援助する役割が求められます。

また，広域，県域にわたるボランティアの育成や

活動プログラムの開発，県民に対する啓発活動など

が必要です。

（1）ボランティア活動推進のための啓発

県内の福祉の現状，まちづくり推進状況など

を県民に知らせ，地域福祉推進への関心を高め

る。

a.ボラントピア，ふれあいのまちづくり事業

等の推進。

b．「福祉人材情報センター」等を活用し，ボラ

ンティアの研修を実施し「福祉マンパワー」

を発掘する。

c．福祉教育の推進。

d．広報紙（誌），情報誌（紙）等の発行。

e．ボランティア講座の開設。

f．関係団体の連絡調整。

g．活動プログラムの開発。

h．共同募金活動による啓蒙。

（2）ボランティア活動サポートのための条件整備

県内のボランティア活動を支援するための条

件整備をはかる。

a. ボランティア活動推進センターを開設し，

コーディネーターを確保する。

b．情報のネットワーク化をはかり，広域の情

報を提供する。

c．コーディネーターやグループリーダーの研

修の実施。

d．ボランティア基金の造成と財源確保をはか

り，市町村社会福祉協議会や広域ボランティ

ア団体やグループへ援助する。

e．県段階でのサポートシステムの確立。

3.全国社会福祉協議会．全国ボランティア活動

振興センターの役割

全国社会福祉協議会は回と連携しながら，国民の

社会福祉の向上に取り組む立場にありますが，具体

的な実践者である都道府県，市町村社会福祉協議会

の活動を支援することが大切です。

a．税制など回の諸制度整備への働きかけ

b．ナショナルミニマムの策定と実現のための条

件整備

c．ボラントピアやふれあいのまちづくり事業の

推進

d．ボランティアコーディネーターの養成

e．ボランティアリーダーの研修

f．福祉教育の拡充

g．新しい活動のプログラムの開発

h．全国共通のボランティア活動のサポートシス

テムの策定

i．情報の提供と都道府県との情報のネットワー

ク化

j．ボランティアに関する電話相談の充実

k．全国段階のボランティア団体との連携

l．共同募金会との連携

m．企業・労働組合との連携

n．大会の開催や表彰等を通して広く国民に対す

る啓発の実施

o．国際交流の推進

また今後の課題として，全国ボランティア活動振

興センターの事務局がビューローのようなスペース

を確保して，ボランティア団体が交流しあったり，

講座の開設や「ホストコンピューター」を設置して

全国情報による相談などに応じることが出来る体制

が望まれます。

さいごに

以上，研究委貝会を発足してから，短期間の作業
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のため十分な検討を加えることが出来ないままの提



案となりましたが，さきに述べたように今後の社会

福祉協議会の活動の充実は市民の福祉意識，福祉マ

インドにより左右されます。

「共に生きるまちづくり」を理想にかかげ，短期．

長期の計画を策定し，地域全体で取り組み，市民の

期待に応えられる社協活動が推進されるよう，社会
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福祉協議会の活動への期待をこめて提案といたしま

す。

なお，貴重な資料提供等のご協力を得た厚生省社

会局庶務課栃本一三郎社会福祉専門官にお礼申しあ

げます。


